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制       定 

第１章  総則  

    第１節  目的  

（目的）  

第１条  本学は、教育基本法及び学校教育法に則り、広く教育を授けるととも

に、専門の学芸を教授研究し、建学の精神に基づき国際社会の発展に貢献す

る人材を養成することを目的とする。  

（名称）  

第２条  本学は、鈴鹿大学と称する。  

（所在地）  

第３条  本学は、三重県鈴鹿市郡山町字西高山 663番地 222に置く。      

（自己点検・評価等）  

第４条  本学は、その教育研究水準の向上を図り、本学の目的及び社会的使命

を達成するため、本学における教育研究活動等の状況を把握し、自己点検及

び評価を行う。  

２  前項の点検及び評価を行うに当たっての項目の設定、実施体制等に関して必

要な事項は、別に定める。 

     

第２節  組織  

（学部及び学科）  

第５条  本学に、次の学部及び学科を置く。  

 国際地域学部  国際地域学科  

 こども教育学部  こども教育学科   

（学部・学科の教育研究上の目的）  

第６条  本学に置かれる学部、学科の教育研究上の目的は、次のとおりとする。 

 (1) 国際地域学部  国際地域学科  

国際地域学部は、「Think globally, Act locally」を理念とし、グローバル化や

ICT 化により急速に変動する現代社会の中で地域やコミュニティーが抱えるさ

まざまな課題を発見・解決し、地域に新たな価値を創出できる人材を養成する

ことを目的とする。  

国際地域学科は、グローバルな視点と経験を持ち、地域社会・経済の活性化

と持続的発展に貢献できる次代社会型人材の養成を行うため、地域の産業・行

政・市民と連携した実学的な教育研究を展開することをめざす。また、グロー

バル化する地域社会が抱える、少子高齢化、人口減少、子育て・介護環境の整

備、多様化、ICT 化、防災といった今日的な課題に対して、専門的知識と技能

を活用しながら創造的に解決へと導く諸能力（課題発見・解決力、思考力、実
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践力、コミュニケーション力）を養成する。そして、現場主義を実践する学問

として、領域横断的な国際地域学の構築をめざし、国際社会と地域社会のさら

なる発展に寄与することを目的とする。 

(2) こども教育学部  こども教育学科  

こども教育学部こども教育学科では、建学の精神「誠実で信頼される人に」

に基づき、こどもたちの教育・発達支援の取り組みを通して自らを向上させ、

こどもたちとこどもたちが生きる現在・将来を、よりよいものにしていこうと

する人を育成することを教育の目的とする。この目的のために、教員・職員・

学生が学術的・社会的・創造的な活動への取り組みを通して、貢献していくこ

とを研究の目的とする。なお、学校教育における幼児教育、保健教育並びに保

育を中心とした現場で、教育・発達支援に取り組むための力を持った小学校教

諭、幼稚園教諭、養護教諭、中学校教諭（保健）、高等学校教諭（保健）及び保

育士を育成する。 

（入学定員及び収容定員）  

第７条  本学の入学定員、編入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。  

学部  学科  入学定員  収容定員  

国際地域学部  国際地域学科  120人  

(３年次編入学 10人 ) 

500人  

こども教育学部  こども教育学科  50人  

(３年次編入学５人 ) 

210人  

合  計  
170人  

（３年次編入学 15人）  

710人  

（大学院）             

第８条  本学に、大学院を置く。  

２  大学院に関する事項は、この学則に定めるもののほか、鈴鹿大学大学院学

則に定める。  

（附属図書館）  

第９条  本学に、附属図書館を置く。    

２  附属図書館に関する規程は、別に定める。  

（センター）   

第１０条  本学に、次の各号のセンターを置く。  

(1) COC（地域連携）・国際交流センター  

(2) ビジネス・イノベーション研究センター  

(3) 教職教育センター  

(4) 健康管理センター  

(5) 留学生教育支援センター  
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(6) 課外活動・強化クラブ支援センター  

２  前項のセンターに関する規程は、別に定める。  

          

    第３節  職員組織  

（職員組織）  

第１１条  本学に、学長、副学長、学長補佐、学部長、教授、准教授、講師、

助教、助手、事務職員及びその他必要な職員を置く。   

２  職員に関する規程は、別に定める。  

  

第４節  教授会  

（教授会）  

第１２条  本学各学部に、教授会を置く。  

２  教授会は、当該学部の教授、准教授、講師及び助教をもって組織する。  

３  教授会の組織には、前項に掲げる者のほか、その他の職員を加えることが

できる。  

４  教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べ

るものとする。  

 (1) 学生の入学、卒業及び課程の修了  

 (2) 学位の授与  

 (3) 前２号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、教授会の

意見を聴くことが必要なものとして学長が定めるもの。  

５  教授会は、前項に規定するもののほか、学長及び学部長がつかさどる教育

研究に関する事項について審議し、学長及び学部長の求めに応じ、意見を述

べることができる。  

６  教授会の運営に関し、必要な事項は、別に定める。   

 

第５節  会議、委員会等  

（会議、委員会等）  

第１３条  学長は、本学に必要と認めた場合には、会議、委員会等を置くこと

ができる。  

２  前項の運営に関し、必要な事項は、別に定める。  

３  大学と短期大学部が同一キャンパスである利点を活用して、業務の効率化、

円滑化をめざし、大学及び短期大学部の組織を一体化することができる。  

 

第６節  学年・学期及び休業日  

（学年）  

第１４条  学年は、４月１日に始まり、翌年３月 31日に終わる。  

（学期）  
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第１５条  学年を次の２学期に分ける。  

 前期  ４月１日から９月 30日まで   

 後期  10月１日から翌年３月 31日まで  

２  学長は、必要に応じて、前項の学期の期間を変更することができる。  

（休業日）  

第１６条  休業日は、次のとおりとする。  

(1) 日曜日及び土曜日  

(2) 国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律 178号）に定める日のうち学長

が定める日  

(3) 春季休業日  ３月 17日から４月６日まで  

(4) 夏季休業日  ８月 10日から９月 20日まで   

(5) 冬季休業日  12月 23日から翌年１月６日まで  

２  学長は、必要により前項の休業日を変更することができる。  

３  学長は、休業日の期間中においても授業、実験、実習を課することができ

る。  

４  第１項に定めるもののほか、学長は、臨時の休業日を定めることができる。 

 

第２章  学部通則  

    第１節  修業年限及び在学年限  

（修業年限）  

第１７条  学部の修業年限は、４年とする。  

（在学期間）  

第１８条  学生は、８年を超えて在学することができない。ただし、第 26条第

１項及び第２項の規定により入学を許可された者は、所定の在学すべき年数

の２倍に相当する年数を超えて在学することができない。  

（長期にわたる教育課程の履修）  

第１９条  学生が、職業を有している等の事情により、第 17条に規定する修業

年限を超えて計画的に教育課程を履修し卒業することを希望する旨を申出

たときは、審査の上、その計画的な履修（以下「長期履修」という。）を認

めることができる。  

２  長期履修をする学生の履修の期間は、６年以内とし、在学期間は 10年を超

えることができない。  

３  長期履修について必要な事項は、別に定める。  

 

    第２節  入学  

（入学時期）  

第２０条  入学の時期は、前期又は後期の始めとする。  

（入学資格）  
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第２１条  本学に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とす

る。  

(1) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者  

(2) 通常の課程による 12年の学校教育を修了した者又は通常の課程以外の課

程によりこれに相当する学校教育を修了した者 

(3) 外国において、学校教育における 12年の課程を修了した者又はこれに

準ずる者で文部科学大臣の指定した者  

(4) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定

した在外教育施設の当該課程を修了した者  

(5) 専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科

学大臣が定める基準を満たす者に限る。）で文部科学大臣が別に指定する

ものを文部科学大臣が定める日以後に修了した者  

(6) 文部科学大臣の指定した者  

(7) 高等学校卒業課程認定試験規則（平成 17年文部科学省令第１号）による

高等学校卒業課程認定試験に合格した者又は大学入学資格検定規程（昭和

26年文部省令第 13号）により文部科学大臣の行う大学入学資格検定に合格

した者  

(8) 学校教育法（昭和 23年法律第 26号）第 90条第２項の規定により大学に入

学した者であって、本学における教育を受けるにふさわしい学力があると

認めた者  

(9) 本学において、個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同

等以上の学力があると認めた者で、 18歳に達した者  

（入学の出願）  

第２２条  本学に入学を志願する者は、本学所定の入学願書及びその他の書類に

入学検定料を添えて提出しなければならない。  

２ 提出の時期、方法、提出すべき書類等に関して必要な事項は、別に定める。  

（入学者の選考）  

第２３条  前条の入学志願者は、選考の上、教授会の意見を聴いて、学長が合

格者を決定する。  

 （入学手続及び入学許可）  

第２４条  前条の選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は、所定の期日ま

でに誓約書等入学手続き書類を提出するとともに、所定の入学金を納付しな

ければならない。  

２  学長は、前項の入学手続を完了した者に入学を許可する。  

３ 入学を許可された者が届け出ることなく定められた入学期日に入学しないと

きは、入学許可を取り消すものとする。  

（保証人及び変更の届出）  

第２５条  前条第１項の誓約書には、保証人が連署しなければならない。  
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２  保証人は、保護者その他の者で在学期間中、学生に係る一切の事項につき

責任を負うものとする。  

３  保証人が、転籍、転居、改姓名又は改印をしたときは、直ちに届出なけれ

ばならない。  

４  保証人が死亡したとき、又はその資格を失ったときは、新たに保証人を定

めて誓約書を再提出しなければならない。  

（編入学、転入学、再入学）  

第２６条  本学の３年次へ編入学することのできる者は、次の各号の一に該当

する者とする。  

(1) 大学を卒業した者又は学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第 104条第３

項の規定により短期大学士の学位を授与された者  

(2) 大学の２年課程修了者、短期大学卒業者及び高等専門学校のいずれか

を卒業した者  

(3) 大学に２年以上在学し、所定の単位を修得した者  

(4) 学校教育法施行規則（昭和 22年文部省令第 11号）第 92条の３に定める従

前の規定による高等学校、専門学校又は教員養成諸学校等の課程を修了し、

又は卒業した者  

(5) 学校教育法第 132条の規定による専修学校の専門課程を修了した者  

２  次の各号の一に該当する者で、本学への編入学（前項３年次編入学を除く）、

転入学、再入学を志願する者があるときは、欠員のある場合に限り、選考の

上、相当年次に入学を許可することがある。  

(1) 大学を卒業した者又は退学した者  

 (2) 短期大学、高等専門学校、国立工業教員養成所又は国立養護教諭養成所

を卒業した者  

(3) 学校教育法施行規則（昭和 22年文部省令第 11号）第 92条の３に定める従

前の規定による高等学校、専門学校又は教員養成諸学校等の課程を修了し、

又は卒業した者  

３  前２項の規定により入学を許可された者の既に履修した授業科目及び単

位数の取扱い並びに在学すべき年数については、教授会の意見を聴いて学長

が決定する。  

 

第３節  教育課程及び履修方法  

（授業科目）  

第２７条  授業科目は、必修科目及び選択科目に分け、これを各年次に配当し

て編成するものとする。  

２  授業科目及び単位数は、学生の所属に応じ、別表１又は別表２のとおりと

する。  

３  前項に定めるもののほか、教職課程に関する科目及び保育士課程に関する
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科目を置き、その種類、単位数等は、それぞれ別表３及び別表４のとおりと

する。  

（１年間の授業期間）  

第２８条 １年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、35 週にわたる

ことを原則とする。  

（単位の計算方法）  

第２９条  各授業科目の単位は、１単位の授業科目を45時間の学修を必要とする

内容をもって構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教

育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、次の基準により単位数を計算

するものとする。 

(1) 講義及び演習については、 15時間から 30時間までの範囲で本学が定め

る時間の授業をもって１単位とする。  

(2) 実験、実習及び実技については、30時間から 45時間までの範囲で本学が

定める時間の授業をもって１単位とする。  

(3) 一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上

の方法の併用により行う場合には、その組み合わせに応じ、前２号に規定

する基準を考慮して本学が定める時間の授業をもって１単位とする。  

２  前項の規定にかかわらず、卒業論文等の授業科目については、これらの学

修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これ

らに必要な学修を考慮して単位数を定めることができる。  

（履修）  

第３０条 履修に関する事項については、別に定める。  

（単位の授与）  

第３１条  授業科目を履修し、その試験に合格した者には、所定の単位を与え

る。  

（試験）  

第３２条  試験に関する必要な事項は、別に定める。  

（成績）  

第３３条  授業科目の試験の成績は、秀・優・良・可・不可・失格の６種類の

評価をもって表し、秀・優・良・可を合格とする。  

（他大学等における授業科目の履修等）  

第３４条  本学は、教育上有益と認めるときは、学生が大学の定めるところのよ

り他の大学又は短期大学において履修した授業科目について修得した単位を、

60 単位を超えない範囲で本学における授業科目の履修により修得したものと

みなすことができる。 

２ 前項の規定に基づき、他の大学又は短期大学で授業科目の履修を希望する者

は、教授会の意見を聴いて、学長が決定する。 

３ 前２項の規定は、学生が、外国の大学又は短期大学に留学する場合に準用す
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る。 

（大学以外の教育施設等における学修）  

第３５条  本学は、教育上有益と認めるときは、学生が短期大学又は高等専門

学校の専攻科における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、本学に

おける授業科目の履修とみなし、本学の定めるところにより単位を与えるこ

とができる。  

２  前項の規定に基づき、授業科目の履修を希望する者は、教授会の意見を聴い

て、学長が決定する。 

３  第１項の規定により与えることができる単位数は、前条第１項により本学

において修得したとみなす単位数と合わせて 60単位を超えないものとする。 

（入学前の既修得単位の認定）  

第３６条  本学は、教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に大学

又は短期大学において履修した授業科目について修得した単位（科目等履修生

により修得した単位を含む。）を、本学に入学した後の本学における授業科目の

履修により修得したものとみなすことができる。  

２ 本学は、教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に行った前条

第１項に規定する学修を、本学における授業科目の履修とみなし、本学の定め

るところにより単位を与えることができる。 

３ 前２項により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、編

入学、転入学等の場合を除き、本学において修得した単位以外のものについて

は、第 34 条第１項及び前条第１項により本学において修得したものとみなす

単位数と合わせて 60 単位を超えないものとする。 

（資格の取得）  

第３７条  本学において取得することができる資格及び免許の種類は、次のと

おりとする。  

学部  学科  取得できる免許の種類  

こども教育学部  こども教育学科  幼稚園教諭一種免許状  

小学校教諭一種免許状  

中学校教諭一種免許状  

教科・保健  

高等学校教諭一種免許状  

教科・保健  

養護教諭一種免許状  

保育士証  

２  教育職員免許状を取得しようとする者は、第 47条に規定する卒業の要件を

充足し、かつ、教育職員免許法（昭和 24年５月 31日法律第 147号）及び教育

職員免許法施行規則（昭和 29年 10月 27日文部省令第 26号）に従い、別表３に

定めるところにより、所定の単位を取得しなければならない。  
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３  保育士の資格を取得しようとする者は、第 47条に規定する卒業の要件を充

足し、かつ、児童福祉法施行規則（昭和 23年３月 31日厚生省令第 11号）に従

い、別表４に定めるところにより、所定の単位を取得しなければならない。 

 

第４節  休学、復学、転学、留学、退学、再入学、除籍及び復籍  

（休学）  

第３８条  疾病その他の理由により長期にわたって修学することができない

者は、保証人連署の上願い出て、学長の許可を得て休学することができる。 

２  疾病のため修学することが適当でないと認められる者について、学長は休

学を命ずることができる。  

（休学期間）  

第３９条  休学の期間は、１年を超えることができない。ただし、特別の事由が

ある場合は、更に１年以内に限り休学期間の延長を認めることができる。   

２  休学期間は、通算して３年を超えることができない。  

３  休学期間は、第 18条に定める在学期間に算入する。ただし、修業年限には、

含めないものとする。  

４  休学期間は、原則として通年、前期、後期とする。  

５  休学期間中は、在籍料を納めなければならない。  

（復学）  

第４０条  休学期間中にその理由が消滅した場合は、学長の許可を得て復学す

ることができる。  

（転学）  

第４１条  他の大学への入学又は転入学を志願しようとする者は、保証人連署

の上願い出て、学長の許可を受けなければならない。  

（留学）  

第４２条  外国の大学又は短期大学で学習することを志望する者は、学長の許

可を得て留学することができる。  

２  前項の許可を得て留学した期間は、修業年限及び在学年限に含めることが

できる。  

（退学）  

第４３条  退学しようとする者は、学長の許可を受けなければならない。  

（再入学）  

第４４条  前条により、退学した者で、２年以内に本人の願い出により再入学

を希望する場合は、学長がこれを再入学させることができる。ただし、懲戒

による退学の場合は、再入学を認めない。  

（除籍）  

第４５条  次の各号の一に該当する者は、学長が除籍する。  

(1) 授業料及び教育充実費（以下「授業料等」という。）の納付を怠り、督促を
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受けてもなお納付しない者  

(2) 学業を怠り、成業の見込みのない者  

(3) 在学年限を超えた者  

(4) 第 35条第２項に定める休学期間を超えてなお復学できない者  

(5) 長期にわたり行方不明の者  

（復籍）  

第４６条  学長は、前条第１項第１号により除籍となった者の復籍を認めるこ

とができる。  

２  前項の復籍に関する事項は、別に定める。  

 

    第５節  卒業の要件及び学位  

（卒業の要件）  

第４７条  本学を卒業するためには、学生は４年以上（編入学生は２年以上）

在学し、別表１又は別表２に定めるところにより 124単位以上を修得しなけ

ればならない。  

（卒業の認定）  

第４８条  学長は、前条に規定する卒業の要件を充足した者については、教授会

の意見を聴いて、学期ごとに卒業を認定する。 

２ 学長は、卒業を認定した者に対して、卒業証書を授与する。  

（学位）  

第４９条  前条により、卒業を認定した者に学士の学位を授与する。  

２  学位について必要な事項は、本学学位規程の定めるところによる。  

   

第６節  賞罰  

（表彰）  

第５０条  学長は、学生として表彰に値する行為があった者を表彰することが

できる。  

（懲戒）  

第５１条  本学の規則に違反し、又は学生としての本分に反する行為をした者

は、学長が懲戒する。  

２  前項の懲戒の種類は、退学、停学及び訓告とする。  

３  前項の退学は、次の各号の一に該当する者に対して行う。  

(1) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者  

(2) 学力劣等で成業の見込みがないと認められる者  

(3) 正当な理由がなくて出席常でない者  

(4) 本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者  

４  懲戒に関する必要な事項は、鈴鹿大学学生の懲戒に関する規程に定める。 
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第７節  研究生、科目等履修生、特別聴講学生及び外国人留学生  

（研究生）  

第５２条  本学において、特定の専門事項について研究することを志願する者

があるときは、学部の教育研究に支障のない場合に限り、選考の上、研究生

として入学を許可することができる。  

２  研究生の入学時期は、毎学期の始めとする。ただし、特別の事情がある者

は、この限りではない。  

３  研究生を志願することのできる者は、大学を卒業した者又はこれと同等以

上の学力があると認められた者とする。  

４  研究期間は、１年とする。ただし、特別の理由がある場合には、その期間

を更新することができる。  

５  学長は、研究生が研究事項につき、証明を希望したときには、研究証明書

を交付する。  

（科目等履修生）  

第５３条  本学の学生以外の者で、一又は複数の授業科目を履修しようとする者

があるときは、本学の教育に支障のない限りにおいて科目等履修生として履修

を許可することができる。  

２ 科目等履修生の入学時期は、毎学期の始めとする。ただし、特別の事情があ

る場合には、この限りではない。 

３ 学長は、科目等履修生が授業科目を履修し、その試験に合格した場合には、

単位を与える。 

４ 前項の規程により授与された単位は、科目等履修生が証明を希望したときに

は、単位修得証明書を交付する。 

（特別聴講学生）  

第５４条  他の大学又は短期大学の学生で、本学において授業科目を履修する

ことを志願する者があるときは、当該他大学又は短期大学との協議に基づき、

特別聴講学生として入学を許可することができる。  

（外国人留学生）  

第５５条  外国人で、大学において教育を受ける目的をもって入国し、本学に

入学を志願する者があるときは、選考の上、外国人留学生として入学を許可

することができる。  

第５６条  研究生、科目等履修生、特別聴講学生及び外国人留学生に関する規

程は、別に定める。  

     

第８節  入学検定料、入学金及び授業料等  

（入学検定料、入学金及び授業料等）  

第５７条  入学検定料、入学金及び授業料の額は、次のとおりとする。  

 (1) 検定料  35,000円  
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(2) 入学金  

 国際地域学部   250,000円  

 こども教育学部  250,000円  

 (3) 授業料  

  国際地域学部  

区 分 前 期 後 期 

授業料 470,000円 420,000円 

こども教育学部  

区 分 前 期 後 期 

授業料 570,000円 520,000円 

２  前項に掲げるもののほか、学生の実験及び実習に要する経費は、別に徴収

することができる。  

（授業料の納付時期）  

第５８条  授業料は、前期及び後期の２期に分け、それぞれ授業開始日までの別

に定める日までに納入するものとする。ただし、特別の事情があると認められ

る場合には、分納又は延納を認めることがある。 

（休学の場合の授業料）  

第５９条  休学を許可された者又は命ぜられた者は、休学した月から復学した月

の前月までの授業料を免除する。ただし、休学した日が月途中の場合には、そ

の月の授業料を納めなければならない。 

２  休学期間中は、在籍料を納めなければならない。  

３  休学期間中の在籍料については、次のとおりとする。  

休学在籍料  
１年休学  60,000円  

半期休学  30,000円  

（復学の場合の授業料）  

第６０条  前期又は後期の中途において、復学した者は、復学した月から当該

期末までの授業料を復学した月に納付しなければならない。  

（学年の中途で卒業する場合の授業料）  

第６１条  所定の修業年限を超えた者で、学年の中途において卒業する者は卒

業の期までの授業料を納付するものとする。  

（退学及び停学の場合の授業料）  

第６２条  学期の中途で退学し又は除籍された者の当該期分の授業料は徴収

する。  

２  停学期間中の授業料は徴収する。  

（授業料の免除及び徴収の猶予）  

第６３条  経済的理由によって納付が困難であり、かつ、学業優秀と認める場

合又はその他やむを得ない事情があると認められる場合は、授業料の全部若
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しくは一部を免除し、又は徴収を猶予することがある。  

２  授業料の免除及び徴収の猶予に関し必要な事項は、別に定める。  

（研究生、科目等履修生及び特別聴講学生の授業料）  

第６４条  研究生、科目等履修生及び特別聴講学生の審査料、入学金、授業料

等については、別表５に定める。  

（納付した授業料）  

第６５条  納付した入学検定料、入学金及び授業料は返還しない。ただし、入

学前に納付した授業料については、納付した者が入学年度の前年度の３月 3

1日までに入学を辞退した場合は、納付した者の申し出により授業料相当額

を返還する。  

     

第３章  公開講座  

（公開講座）  

第６６条  社会人の教養を高め、文化の向上に資するため、本学に公開講座を

開設することができる。  

２  公開講座に関する必要な事項は、別に定める。  

 

第４章 雑則 

（学則の改廃） 

第６７条 この学則の改廃は、学長が教授会の意見を聴いて上申し、常任理事会

の議を経て、理事会がこれを行う。 

 

附 則 

１ この学則は、平成６年４月１日から施行する。 

２ この学則第５条第２項の規定にかかわらず、平成６年度から平成８年度まで

の年度別の収容定員は、次のとおり読み替えるものとする。 

学 部 学 科 平成６年度 平成７年度 平成８年度 

国際学部 
国際関係学科 200 人 400 人 600 人(編入学 40 人) 

合 計 200 人 400 人 600 人(編入学 40 人) 

附 則 

この学則は、平成９年２月 26 日から施行する。ただし、平成９年１月 20 日に

遡及して実施する。（入学検定料の変更） 

附 則 

１ この学則は、平成 10 年４月１日から施行する。（大学院） 

２ この学則は、平成 10 年４月１日から施行する。（課程認定） 

３ この学則第５条第２項の規定にかかわらず、平成 10 年度から平成 12 年度ま

での年度別の収容定員は、次のとおり読み替えるものとする。  
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学 部 学 科 平成 10 年度  平成 11 年度  平成 12 年度  

国際学部 

国際関係学科 880 人 880 人 880 人 

国際文化学科 100 人 200 人 300 人 

合 計 980 人 1080 人 1180 人 

附 則 

この学則は、平成 10 年 12 月 25 日から施行し、平成 10 年 11 月１日から適用

する。 

附 則 

この学則は、平成 12 年４月１日から施行する。ただし、第 26 条第１項第３号

については平成 12 年４月１日から適用する。 

附 則 

この学則は、平成 12 年 12 月１日から施行する。（開発と文化研究センター、教

育文化研究所） 

附 則 

１ この学則は、平成 13 年４月１日から施行する。（観光学科） 

ただし、国際関係学科の３年次編入学定員の変更は平成 15 年度から実施する。 

２ この学則第５条第２項の規定にかかわらず、平成 13 年度から平成 15 年度ま

での年度別の収容定員は、次のとおり読み替えるものとする。  

学 部 学 科 平成 13 年度  平成 14 年度  平成 15 年度  

国際学部 

国際関係学科 810 人 740 人 655 人 

国際文化学科 400 人 400 人 400 人 

観光学科 70 人 140 人 225 人 

合 計 1280 人 1280 人 1280 人 

３ この学則は、平成 13 年４月１日から施行する。（カリキュラムの変更） 

附 則 

１ この学則は、平成 14 年４月１日から施行する。（英米語学科） 

２ この学則第 5 条第 2 項の規定にかかわらず、平成 14 年度から平成 16 年度ま

での年度別の収容定員は、次のとおり読み替えるものとする。  

学 部 学 科 平成 14 年度  平成 15 年度  平成 16 年度  

国際学部 

国際関係学科 740 人 655 人 570 人 

国際文化学科 360 人 320 人 280 人 

観光学科 140 人 225 人 310 人 

英米語学科 40 人 80 人 120 人 

合 計 1280 人 1280 人 1280 人 

３ この学則は、平成 14 年４月１日から施行する。（授業科目及び単位数） 

４ この学則は、平成 14 年４月１日から施行する。（学芸員課程、転学科） 

附 則 
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この学則は、平成 15 年４月１日から施行する。（カリキュラムの変更） 

附 則 

１ この学則は、平成 16 年４月１日から施行する。 

２ この学則施行前の学科（以下「従前の学科」という。）は改正後の学則第５条

第２項の規定にかかわらず、平成 19 年３月 31 日に従前の学科に在学する者（平

成 16 年度及び平成 17 年度に当該学科に編入学する者を含む。以下同じ。）が当

該学科に在学しなくなるまでの間存続するものとする。 

３ 改正後の学則第５条第２項の規定にかかわらず、平成 16 年度及び平成 17 年

度における三年次編入学生については、従前の学科に入学するものとし、収容

定員は次のとおり読み替えるものとする。 

学 部 学 科 平成 16 年度  平成 17 年度  平成 18 年度  

国際学部 

国際学科 160 人 320 人 505 人 

国際関係学科 440 人 310 人 155 人 

国際文化学科 220 人 120 人 60 人 

観光学科 310 人 310 人 310 人 

英米語学科 120 人 160 人 160 人 

合 計 1250 人 1220 人 1190 人 

附 則 

この学則は、平成 17 年４月１日から施行する。（カリキュラムの変更） 

附 則 

この学則は、平成 18 年４月１日から施行する。（長期履修） 

附 則 

１ この学則は、平成 19 年４月１日から施行する。 

２ この学則施行前の学科（以下「従前の学科」という。）は改正後の学則第５条

第２項の規定にかかわらず、平成 19 年３月 31 日に従前の学科に在学する者が

当該学科に在学しなくなるまでの間存続するものとする。 

３ 改正後の学則第５条第２項の規定にかかわらず、収容定員は次のとおり読み

替えるものとする。 

学 部 学 科 平成 19 年度  平成 20 年度  平成 21 年度  

国際学部 

国際学科 670 人 650 人 625 人 

観光学科 300 人 290 人 275 人 

英米語学科 120 人 80 人 40 人 

合 計 1,090 人 1,020 人 940 人 

附 則 

この学則は、平成 19 年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成 20 年４月１日から施行する。 
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附 則 

この学則は、平成 21 年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成 22 年４月１日から施行する。（第 32 条 成績 失格追加） 

附 則 

この学則は、平成 23 年４月１日から施行する。（第 50 条 別表Ⅱ 授業料の改

定及び第 33 条、第 34 条、第 55 条、別表Ⅲ 休学在籍料） 

附  則  

１ この学則は、平成 25 年４月１日から施行する。（第 50 条 別表第 3 授業料

の改正及び第５条 観光学科の募集停止） 

２ この学則施行前の学科（以下「従前の学科」という。）は改正後の学則第５条

第２項の規定にかかわらず、平成 25 年３月 31 日に従前の学科に在学する者が

当該学科に在学しなくなるまでの間存続するものとする。 

３ 改正後の学則第５条第２項の規定にかかわらず、収容定員は次のとおり読み

替えるものとする。 

学 部 学 科 平成 25 年度  平成 26 年度  平成 27 年度  

国際人間科学部 

国際学科 600 人 600 人 600 人 

観光学科 200 人 140 人 70 人 

合 計 800 人 740 人 670 人 

附  則  

１ この学則は、平成 27 年４月１日から施行する。 

２ 経過措置として、平成 27 年３月 31 日（本学則の施行日の前日）に在学する

者については、本学則の変更後にかかわらず、なお、従前の学則による。また、

本学則の施行後に年次途中の編入学した者については、同じ年次に在学中の者

が適用を受けている学則による。 

３ 既設の国際人間科学部は、平成 27 年３月 31 日をもって学生募集を停止（３

年次編入は、平成 29 年３月 31 日をもって廃止）し、同日に在学する学生が、

当該学部に在学しなくなる日まで存続する。 

４ 改正後の学則第５条第２項の規定にかかわらず、収容定員は、平成 27 年度か

ら同 29 年度までの間、次のとおり読み替えるものとする。 

 

学 部 学 科 平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

国際人間科学部（既設） 国際学科 460 人 320 人 160 人 
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観光学科 70 人 ― ― 

合 計 530 人 320 人 160 人 

国際人間科学部（新設） 国際学科 100 人 200 人 310 人 

既設・新設の学部の合計 630 人 520 人 470 人 

附  則  

１ この学則は、平成 29 年４月１日から施行する。 

２ 経過措置として、平成 29 年３月 31 日（本学則の施行日の前日）に在学する

者については、本学則の変更後にかかわらず、なお、従前の学則による。また、

本学則の施行後に年次途中の編入学した者については、同じ年次に在学中の者

が適用を受けている学則による。 

３ 改正後の学則第６条の規定にかかわらず、収容定員は、平成 29 年度から同

31 年度までの間、次のとおり読み替えるものとする。 

学部 学科 専攻 平成 29 年度  平成 30 年度  平成 31 年度  

国際人間科学部

（平成 27 年度

以後募集停止） 

国際学科  160 人 ― ― 

観光学科  ― ― ― 

計  160 人 ― ― 

国際人間科学部

（平成 27 年度

新設） 

国際学科 

 

320 人 420 人 420 人 

こども教育学部

（平成 29 年度

設置） 

こども教

育学科 

幼児教育

学専攻 
40 人 80 人 125 人 

養護教育

学専攻 
40 人 80 人 125 人 

計 80 人 160 人 250 人 

合計 550 人 580 人 670 人 

附 則 

１ この学則は、平成 30 年４月１日から施行する。 

２ 平成 30 年３月 31 日に在籍する者は、この学則の変更後の別表（教育課程表）

にかかわらず、なお、従前のとおりとする。 
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附  則  

１ この学則は、平成 31 年４月１日から施行する。 

２ 経過措置として、平成 31 年３月 31 日（本学則の施行日の前日）に在学する

者については、本学則の変更後にかかわらず、なお、従前の学則による。また、

本学則の施行後に年次途中の編入学した者については、同じ年次に在学中の者

が適用を受けている学則による。 

３ 既設の国際人間科学部は、平成 31 年３月 31 日をもって学生募集を停止（３

年次編入学は、平成 33 年３月 31 日をもって学生募集停止）し、同日に在籍す

る学生が、当該学部に在籍しなくなる日まで存続する。 

４ 変更後の学則第７条の規定にかかわらず、収容定員は、平成 31 年度から同

33 年度までの間、次のとおり読み替えるものとする。 

学部 学科 専攻 平成 31 年度  平成 32 年度  平成 33 年度  

国際人間科学部

（平成 31 年度以

後募集停止） 

国際学科 ― 320 人 220 人 110 人 

国際地域学部 

（平成 31 年度設

置） 

国際地域学

科 
― 120 人 240 人 370 人 

こども教育学部

（平成 29 年度設

置） 

こども教育

学科 

幼児教育

学専攻 
110 人 140 人 123 人 

養護教育

学専攻 
110 人 140 人 122 人 

計 220 人 280 人 245 人 

合計 660 人 740 人 725 人 

附  則  

１ この学則は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 経過措置として、令和２年３月 31 日（本学則の施行日の前日）に在学する者

については、本学則の変更後にかかわらず、なお、従前の学則による。また、

本学則の施行後に年次途中の編入学した者については、同じ年次に在学中の者

が適用を受けている学則による。 

附  則  

１ この学則は、令和３年４月１日から施行する。 

２ 経過措置として、令和３年３月 31 日（本学則の施行日の前日）に在学する者
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については、本学則の変更後にかかわらず、なお、従前の学則による。また、

本学則の施行後に年次途中の編入学した者については、同じ年次に在学中の者

が適用を受けている学則による。 

附  則  

１ この学則は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 経過措置として、特段の定めがある場合を除き令和４年３月 31 日（本学則の

施行日の前日）に在学する者については、本学則の変更後にかかわらず、なお、

従前の学則による。また、本学則の施行後に年次途中の編入学した者について

は、同じ年次に在学中の者が適用を受けている学則による。 

附  則  

１ この学則は、令和５年４月１日から施行する。 

２ 経過措置として、令和５年３月 31 日（本学則の施行日の前日）に在学する者

については、本学則の変更後にかかわらず、なお、従前の学則による。また、

本学則の施行後に年次途中の編入学した者については、同じ年次に在学中の者

が適用を受けている学則による。 
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必修 選択

Oral CommunicationⅠ 1 2

Oral CommunicationⅡ 1 2

Oral CommunicationⅢ 2 2

Oral CommunicationⅣ 2 2

日本語Ⅰ　※ 1 2

日本語Ⅱ　※ 1 2

基礎の日本語Ⅰ　※ 1 2

日本語Ⅲ　※ 1 2

日本語Ⅳ　※ 1 2

基礎の日本語Ⅱ　※ 1 2

中国語Ⅰ 1 2

韓国語Ⅰ 1 2

ポルトガル語Ⅰ 1 2

中国語Ⅱ 1 2

韓国語Ⅱ 1 2

ポルトガル語Ⅱ 1 2

ＴＯＥＩＣの英語Ⅰ 2 2

ＴＯＥＩＣの英語Ⅱ 2 2

ビジネス日本語Ⅰ 2 2

ビジネス日本語Ⅱ 2 2

コンピュータリテラシーⅠ 1 2

コンピュータリテラシーⅡ 1 2

データサイエンス入門 2 2

プログラミング入門 3 2

アカデミック技法Ⅰ 1 2

アカデミック技法Ⅱ 1 2

課題解決型学習Ⅰ 2 2

課題解決型学習Ⅱ 2 2

社会学入門 1 2

経済学入門 1 2

日本国憲法 1 2

三重・鈴鹿学 1 2

法学入門 1 2

地域の中の宗教学 1 2

地域の中のこども学 1 2

人類と文化 1 2

心理学入門 1 2

国語読解表現法 1 2

社会と人権 1 2

多文化共生論 1 2

食と持続可能性 1 2

歴史学概論 1 2

生物学概論 1 2

自然科学の基礎 1 2

基礎の数学 1 2

こころの癒しと音楽の歩み 1 2

児童文化と表現 1 2

AI・データサイエンスの基礎 1 2

スポーツと健康Ⅰ（実技） 1 2

スポーツと健康Ⅱ（講義） 1 2

キャリアデザインⅠ 1 2

キャリアデザインⅡ 1 2

キャリアマネジメントⅠ 2 2

キャリアマネジメントⅡ 3 2

海外研修Ⅰ 2 2

海外研修Ⅱ 2 2

海外研修Ⅲ 2 2

海外研修Ⅳ 2 2

インターンシップ 2 2

ボランティア活動Ⅰ 1 1

ボランティア活動Ⅱ 1 1

地域連携特殊活動Ⅰ 1 2
地域連携特殊活動Ⅱ 1 2

別表１（第27条第２項関係）

国際地域学部　国際地域学科　教育課程表

教

養

科

目

科目区分 授業科目の名称
配当

年次

単位数

教

養

科

目

初年次教育科目

課題解決型

(PBL)科目

日

本

語

科

目

（
留

学

生

）

外

国

語

科

目

語

学

科

目

基

礎

教

育

科

目

地

域

と

社

会

人

間

と

文

化

自

然

と

芸

術

スポーツ

情報科目

キャリア形成

支援科目

サービス

ラーニング科目

英

語

科

目
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必修 選択

国際地域概論 1 2

情報社会論 1 2
社会調査法 2 2

データ分析法 2 2

経済学総論 1 2

経営学総論 1 2
マーケティング論 2 2

経営学入門 1 2
簿記入門 1 2
統計学入門 1 2

ミクロ経済学 2 2
金融リテラシー 2 2

企業論 2 2
流通論 2 2

マクロ経済学 2 2
国際経済論 2 2

地域産業論 2 2
リテール・マーケティング 2 2
経営管理論 3 2

国際経営論 3 2
ソーシャルビジネス論 3 2

人的資源管理論 3 2
経営戦略論 3 2

ブランドマネジメント論 3 2
ビジネスICT 3 2

ビジネス会計 3 2

スポーツビジネス概論 1 2

体力トレーニング論 1 2

専門スポーツ演習Ⅰ 1 2
フィットネスエクササイズ 1 2

クラブビジネスマネジメント 1 2
スポーツ栄養学 1 2

専門スポーツ演習Ⅱ 1 2
スポーツ経営学 2 2

スポーツ心理学 2 2
スポーツ社会論 2 2
健康スポーツ演習Ⅰ 2 2

コーチング論 2 2
コミュニティ・スポーツ論 2 2

スポーツとまちづくり 2 2
健康スポーツ演習Ⅱ 2 2

スポーツ組織論（リーダーシップ論を含む） 3 2
メディアスポーツ論 3 2

スポーツ起業論 3 2
健康スポーツ演習Ⅲ 3 2
運動生理学 3 2

発育発達論 3 2
スポーツツーリズム 3 2

観光概論 1 2
観光資源論 1 2

観光プロジェクト演習 1 2
観光ビジネス論 2 2

モータースポーツ論 2 2
国内旅行実務論 2 2
旅行関連法規 2 2

観光経済学 2 2
ホスピタリティ論 2 2

観光政策論 2 2
観光とまちづくり 3 2

インバウンド観光論 3 2
観光マーケティング論 3 2

世界遺産論 3 2
ニューツーリズム論 3 2
観光英語 3 2

観光メディア論 3 2

科目区分 授業科目の名称
配当

年次

単位数

ス

ポ
ー

ツ
科

学
コ
ー

ス
科

目

ビ

ジ

ネ
ス

領

域

科
目

専

門

科
目

コース共通科目

ビジネス領域

共通科目

経

営
コ
ー

ス

科

目

観

光

コ
ー

ス

科

目
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必修 選択

グローバルコミュニケーション概論 1 2

比較文化論 1 2

異文化コミュニケーション論 2 2

Speech Presentation Ⅰ 1 2

Speech Presentation Ⅱ 1 2

英米研究入門 1 2

英語音声学 1 2

Business English Ⅰ 2 2

言語学 2 2

英米文学論 2 2

地域研究・ヨーロッパ 2 2

国際関係論 2 2

地域研究・アメリカ 2 2

Business English Ⅱ 2 2

幼児英語指導法 2 2

Creative Writing 3 2

CLIL Ⅰ 3 2

アメリカ政治経済論 3 2

グローバルスタディ特殊講義 3 2

Academic Writing 3 2

CLIL Ⅱ 3 2

翻訳学 3 2

世界の中のアジア 1 2

アジア研究入門 1 2

地域研究・中国 2 2

地域研究・韓国 2 2

中国の言語と文化Ⅰ 2 2

韓国の言語と文化Ⅰ 2 2

中国の言語と文化Ⅱ 2 2

韓国の言語と文化Ⅱ 2 2

東アジア文化論 2 2

地域研究・東南アジア 2 2

東南アジア史 3 2

アジア国際秩序 3 2

アジア国際関係史 3 2

現代中国論 3 2

アジア経済論 3 2

国際協力論 3 2

環太平洋政治外交史 3 2

3年次演習Ⅰ 3 2

3年次演習Ⅱ 3 2

4年次演習Ⅰ 4 2

4年次演習Ⅱ 4 2

－ 48 292

科目区分 授業科目の名称

専

門

科

目

グ

ロ
ー

バ

ル

コ

ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ

ョ
ン

領

域

科

目

ア

ジ

ア

コ
ー

ス

科

目

配当

年次

単位数

グローバルコミュ

ニケーショ ン領

域共通科目

英

米

コ
ー

ス

科

目

卒業要件及び履修方法

○教養科目から、英語科目（外国人留学生は日本語科目）8単位（Oral CommunicationⅠ～Ⅳ、外国人留学生は日本語Ⅰ～Ⅳ）、外

国語科目4単位、初年次教育科目4単位（アカデミック技法Ⅰ・Ⅱ）、課題解決型学習（PBL）科目4単位（課題解決型学習Ⅰ・Ⅱ）、情

報科目4単位（コンピュータリテラシーⅠ・Ⅱ）、基礎教育科目（地域と社会（「三重・鈴鹿学」必修）、人間と文化、自然と芸術の3分野か

らそれぞれ2単位以上取得（スポーツを含む））10単位、キャリア科目6単位（キャリアデザインⅠ・Ⅱ、キャリアマネジメントⅠ・Ⅱ）を含め

て42単位以上取得すること。

○外国語科目は、原則として母語以外の科目を履修すること。

○専門科目の専門共通科目から国際地域概論2単位、所属領域科目（領域共通科目6単位、所属コース科目30単位以上を含む）か

ら40単位以上、演習科目8単位以上を含め、72単位以上取得すること。

○卒業要件単位数は、124単位以上とする。

専門演習科目

合　　計
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必修 選択

英語コミュニケーションⅠ 1 2

英語コミュニケーションⅡ 1 2

英語コミュニケーションⅢ 2 2

中国語Ⅰ 1 2

中国語Ⅱ 1 2

韓国語Ⅰ 1 2

韓国語Ⅱ 1 2

ポルトガル語Ⅰ 1 2

ポルトガル語Ⅱ 1 2

日本語Ⅰ 1 2

日本語Ⅱ 1 2

基礎の日本語Ⅰ 1 2

日本語Ⅲ 1 2

日本語Ⅳ 1 2

基礎の日本語Ⅱ 1 2

情報処理Ⅰ 1 1

情報処理Ⅱ 1 1

情報処理論 2 2

生活統計 2 2

三重・鈴鹿学 1 2

地域の中の宗教学 1 2

日本国憲法 1 2

社会学入門 1 2

法学入門 1 2

地域の中のこども学 1 2

経済学入門 1 2

心理学入門 1 2

人類と文化 1 2

社会と人権 1 2

多文化共生論 1 2

食と持続可能性 1 2

歴史学概論 1 2

国語読解表現法 1 2

こころの癒しと音楽の歩み 1 2

児童文化と表現 1 2

生物学概論 1 2

自然科学の基礎 1 2

基礎の数学 1 2

AI・データサイエンスの基礎 1 2

キャリアデザインⅠ 1 1

キャリアデザインⅡ 1 1

ボランティア活動 1 1

インターンシップ 1 1

海外研修 1 1

初年次教育Ⅰ 1 1

初年次教育Ⅱ 1 1

スポーツと健康Ⅰ（実技） 1 1

スポーツと健康Ⅱ（講義） 1 1

– 12 73

こども学概論 1 2

地域福祉論 3 2

幼児英語指導法 2 2

社会福祉　※1 2 2

特別支援教育概論　※2　※3 2 2

データ分析法 3 2

教育社会学 3 2

Speech PresentationⅠ 1 2

Speech PresentationⅡ 1 2

異文化コミュニケーション論 2 2

東アジア文化論 2 2

スポーツ社会論 2 2

コーチング論 2 2

スポーツ心理学 2 2

体力トレーニング論 2 2

健康スポーツ演習Ⅱ 2 2

合計 - 2 30

別表２（第27条第２項関係）

こども教育学部　こども教育学科　教育課程表

教

養

科

目

語

学

科

目

6単位以上取

得すること（必

修4単位を含

む）。

情

報

科

目

科目区分 授業科目の名称 配当年次
単位数

備考

基

礎

教

育

科

目

地

域

と

社

会

基礎教育科

目の3分野か

ら各4単位ず

つ計12単位

以上取得す

ること。

人

間

と

文

化

自

然

と

芸

術

初年次科目

保健体育科目

合計

キャリア科目

4単位以上取

得すること（必

修2単位、コー

ス必修2単位を

含む）。

幼稚園教諭・

保育士コース

は※１の２単

位、小学校教

諭コースは※２

の２単位、養護

教諭コースは

※３の２単位を

必ず取得する

こと。

共

通

専

門

教

育

科

目
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必修 選択

教育原理 1 2

教職論 1 2

教育と社会 2 2

教育心理学 2 2

特別支援教育演習 3 1

教育課程論 3 2

道徳教育の理論と方法 3 2

特別活動の理論と方法及び総合的な学習の時間の指導 3 2

教育方法と技術 2 1

情報機器活用の理論と方法 2 1

こどもの理解　※１ 3 1

こどもと保育カウンセリング　※１ 3 1

生徒指導・進路指導の理論と方法 3 2

生徒指導論 3 2

教育相談の理論と方法　※２ ※３ 3 2
幼稚園教育実習Ⅰ 3 2

幼稚園教育実習Ⅱ 3 2

幼稚園教育実習事前事後指導 3 1

教職・保育実践演習 4 2

学校体験活動（小） 2 1
教育実習（小、事前事後指導を含む） 4 5

教職実践演習（小） 4 2

養護実習（事前事後指導を含む） 3 5

教職実践演習（養護） 4 2
教育実習（保健、事前事後指導を含む） 4 5

教職実践演習（保健） 4 2

合計 - 11 43

こどもと健康　※１ 1 1

こどもと人間関係　※１ 1 1

こどもと環境 2 1

こどもと言葉　※１ 2 2

こどもと表現ⅠＡ（音楽）　※１ 1 1

こどもと表現ⅠＢ（音楽）　※１ 1 1

こどもと表現ⅠＣ（音楽） 2 1

こどもと表現ⅠＤ（音楽） 2 1

こどもと表現ⅡＡ（造形）　※１ 1 2

こどもと表現ⅡＢ（造形） 2 2

こどもと表現ⅢＡ（運動） 2 1

こどもと表現ⅢＢ（運動） 2 1
保育内容総論 4 2

保育内容指導法（健康）　※１ 2 1

保育内容指導法（人間関係）　※１ 2 1

保育内容指導法（環境） 2 1

保育内容指導法（言葉） 2 1
保育内容指導法（表現Ⅰ音楽） 2 1

保育内容指導法（表現Ⅱ造形） 2 1

保育指導法　※１ 3 2

障がい児の支援 2 2

保育プレ実習 1 2

保育原理　※１ 1 2

保育の心理学 1 2

こどもの理解と援助 2 1
こども家庭福祉 2 2

乳児保育Ⅰ 2 2

乳児保育Ⅱ 2 1

こどもの保健 3 2

こども家庭支援の心理学 3 2

こどもの健康と安全 3 1

社会的養護Ⅰ 2 2

社会的養護Ⅱ 3 1

保育音楽技術演習 3 1

保育製作技術演習 3 1

こどもの食と栄養 3 2

こども家庭支援論 4 2

こどもの文化 4 1
保育実習指導Ⅰ(保育所) 2 1

保育実習Ⅰ（保育所） 2 2

保育実習指導Ⅰ（施設） 2 1

保育実習Ⅰ（施設） 2 2

保育実習指導Ⅱ又はⅢ（保育所又は施設） 4 1

保育実習Ⅱ又はⅢ（保育所又は施設） 4 2

合計 - 2 61

配当年次
単位数

備考

13単位以上

取得すること

（必修11単
位、コース必

修２単位を含

む）。

幼稚園教諭・

保育士コース

は※１の２単

位、小学校教

諭コースは※

２の２単位、養

護教諭コース

は※３の２単

位を必ず取

得すること。

教

職

専

門

教

育

科

目

幼

稚

園

教

諭

・

保

育

士
コ
ー

ス

幼稚園教諭・

保育士コース

は、※１の計

14単位を必

ず取得するこ

と。

専

門

教

育

科

目

科目区分 授業科目の名称
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必修 選択
初等国語科教育法 2 2

初等社会科教育法 4 1
初等算数科教育法 3 2

初等理科教育法 4 1
初等生活科教育法 2 1

初等音楽科教育法 3 2
初等図画工作科教育法 3 2
初等家庭科教育法 3 1

初等英語科教育法 2 2
初等体育科教育法 2 2

初等国語（書写を含む）※2 1 2
初等社会 3 1

初等算数 2 2
初等理科 3 1
初等生活 2 1

初等音楽　※2 2 2
初等図画工作　※2 2 2

初等家庭 2 1
初等外国語　※2 1 2

初等体育 2 2
英語教育論　※2 3 2

合計 – 0 34

発達心理学 1 2

基礎看護学　※３ 1 2

基礎看護学実習 1 2
学校保健（学校安全を含む） 1 2

学校看護学　※３ 2 2
衛生学及び公衆衛生学（予防医学を含む）（総論）　※３ 2 2

解剖学　※３ 1 2
生理学 1 2
小児看護学（小児保健を含む） 2 2

学校看護学実習 2 2
臨床看護実習事前事後指導 2 1

臨床看護実習 2 2
養護概説　※３ 2 2

学校保健演習 3 2
衛生学及び公衆衛生学（各論） 2 2
微生物学及び免疫学 3 2

栄養学（食品学を含む） 3 2
薬理概論 3 2

ヘルスカウンセリング 3 2
臨床心理学 3 2

学校環境衛生実習 3 2
精神看護学 4 2
スポーツ外傷・障害論（救急処置含む） 4 2

精神保健 4 2
健康管理学 4 2

保健科教育法Ⅰ 2 2
保健科教育法Ⅱ 3 2

保健科教育法Ⅲ 3 2
保健科教育法Ⅳ 4 2

合計 – 2 55

ゼミナールⅠ 3 2

ゼミナールⅡ 3 2

ゼミナールⅢ 4 2
ゼミナールⅣ 4 2

合計 – 8 0
※　備考

単位数
備考科目区分

養

護

教
諭

コ
ー

ス

専

門
教

育
科

目

・教養科目から、必修科目を含め26単位以上を取得すること。

・共通専門教育科目から、必修科目を含め4単位以上取得すること。

・教職教育専門科目から、必修科目を含め13単位以上取得すること。
・専門教育科目から、必修科目を含め47単位以上取得すること。
・すべてのカリキュラム（必修科目は除く）から34単位以上取得すること。

・幼稚園・保育士コースは※１、小学校教諭コースは※２、養護教諭コースは※３の単位を必ず取得すること。

○卒業必要単位数124単位

授業科目の名称 配当年次

演

習

小学校教諭

コースは、※

２の計10単位
を必ず取得

すること。

養護教諭

コースは、※
３の計10単位
を必ず取得

すること。

小

学
校

教
諭

コ
ー

ス
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必修 選択

日本国憲法 2
スポーツと健康Ⅰ（実技） 1

スポーツと健康Ⅱ（講義） 1

英語コミュニケーションⅠ 2
情報処理Ⅰ 1

情報処理Ⅱ 1
8単位以上 合　計

必修 選択

健康 こどもと健康 1
人間関係 こどもと人間関係 1

環境 こどもと環境 1
言葉 こどもと言葉 2

こどもと表現ⅠA（音楽） 1
こどもと表現ⅠB（音楽） 1

こどもと表現ⅠC（音楽） 1

こどもと表現ⅠD（音楽） 1
こどもと表現ⅡA（造形） 2

こどもと表現ⅡB（造形） 2
保育内容総論 2

保育内容指導法（健康） 1
保育内容指導法（人間関係） 1

保育内容指導法（環境） 1

保育内容指導法（言葉） 1
保育内容指導法（表現Ⅰ音楽） 1

保育内容指導法（表現Ⅱ造形） 1
保育指導法 2

教育原理 2
教職論 2

教育と社会 2

教育心理学 2
特別支援教育演習 1

教育課程論 2
教育方法と技術 1

情報機器活用の理論と方法 1
こどもの理解 1

こどもと保育カウンセリング 1

幼稚園教育実習Ⅰ 2
幼稚園教育実習Ⅱ 2

幼稚園教育実習事前事後指導 1
2単位以上 教職・保育実践演習 2

障がい児の支援 2
保育原理 2

こども学概論 2

保育プレ実習 2
37単位 合　計

16単位以上

領域に関

する専門

的事項
領域及び

保育内容
の指導法

に関する

科目

　こども教育学部　こども教育学科　教職課程表　幼稚園教諭一種免許状

教育実習 5単位以上

教職実践演習

保育内容の指導法（情

報機器及び教材の活

用を含む。）

単位数
備考

免許法施行規則に規定する区分 単位 授業科目の名称
単位数

単位

教育職員免許法施行規則第66条

の6に定める科目
8単位以上

合　計

別表３（第27条第３項関係）
　こども教育学部　こども教育学科

備考

表現

8単位以上

免許法施行規則に規定する区分 授業科目

教育の基礎的理解に関する科目 10単位以上

道徳、総合的な学習の時間等の指

導法及び生徒指導、教育相談等に

関する科目

4単位以上

大学が独自に設定する科目 －

合　計 51単位以上

必修41単位を

含め、51単位
以上
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必修 選択
国語 初等国語 2
社会 初等社会 1
算数 初等算数 2
理科 初等理科 1
生活 初等生活 1
音楽 初等音楽 2
図画工作 初等図画工作 2
家庭 初等家庭 1
体育 初等体育 2
外国語 初等外国語 2
国語 初等国語科教育法 2
社会 初等社会科教育法 1
算数 初等算数科教育法 2
理科 初等理科教育法 1
生活 初等生活科教育法 1
音楽 初等音楽科教育法 2
図画工作 初等図画工作科教育法 2
家庭 初等家庭科教育法 1
体育 初等体育科教育法 2
外国語 初等英語科教育法 2

教育原理 2
教職論 2
教育と社会 2
教育心理学 2
特別支援教育演習 1
教育課程論 2
道徳教育の理論と方法 2
特別活動の理論と方法及び総合的な学習の時間の指導 2
教育方法と技術 1
情報機器活用の理論と方法 1
生徒指導・進路指導の理論と方法 2
教育相談の理論と方法 2
教育実習（小、事前事後指導を含む） 5
学校体験活動（小） 1

2単位以上 教職実践演習（小） 2
2単位以上 英語教育論 2
53単位以上 合　計

各教科

１単位以上

別表３（第27条第３項関係）　
　こども教育学部　こども教育学科　教職課程表　小学校教諭一種免許状

免許法施行規則に規定する区分 単位 授業科目
単位数

備考

教科及び

教科の指
導法に関
する科目

教科に関

する専門
的事項

各教科

１単位以上

必修32単位

取得すること

各教科の

指導法（情
報機器及
び教材の
活用を含
む。）

教育の基礎的理解に関する科目 6単位以上
必修11単位

取得すること

道徳、総合的な学習の時間等の内

容及び生徒指導、教育相談等に関
する科目

6単位以上
必修10単位

取得すること

教職実践演習
大学が独自に設定する科目

教育実践

に関する
科目

教育実習 5単位以上
必修5単位

取得すること

合　計 62単位以上

必修 選択
基礎看護学 2
基礎看護学実習 2
学校保健（学校安全を含む） 2
学校看護学 2
衛生学及び公衆衛生学（予防医学を含む）（総論） 2
解剖学 2
生理学 2
学校看護学実習 2
臨床看護実習事前事後指導 1
臨床看護実習 2
小児看護学（小児保健を含む） 2
養護概説 2
衛生学及び公衆衛生学（各論） 2
微生物学及び免疫学 2
栄養学（食品学を含む） 2
薬理概論 2
ヘルスカウンセリング 2
精神看護学 2
精神保健 2
教職論 2
教育原理 2
教育心理学 2
教育と社会 2
特別支援教育演習 1
教育課程論 2
道徳教育の理論と方法 2
特別活動の理論と方法及び総合的な学習の時間の指導 2
教育方法と技術 1
情報機器活用の理論と方法 1
生徒指導論 2
教育相談の理論と方法 2
養護実習（事前事後指導を含む） 5
教職実践演習（養護） 2

49単位以上

　こども教育学部　こども教育学科　教育課程表　養護教諭一種免許状
別表３（第27条第３項関係）　

必修科目65単

位を取得する
こと。

免許法施行規則に規定する区分 単位 授業科目の名称
単位数

備考

養護に関する科目 28単位以上

教育の基礎的理解に関する科目 8単位以上

教育実践に関する科目 7単位以上

道徳、総合的な学習の時間等の内

容及び生徒指導、教育相談等に関
する科目

6単位以上

合計 65単位以上
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必修 選択
小児看護学（小児保健を含む） 2
学校保健（学校安全を含む） 2
衛生学及び公衆衛生学（予防医学を含む）（総論） 2
解剖学 2
生理学 2
学校看護学 2
学校看護学実習 2
衛生学及び公衆衛生学（各論） 2
微生物学及び免疫学 2
栄養学（食品学を含む） 2
学校保健演習 2
学校環境衛生実習 2
スポーツ外傷・障害論（救急処置を含む） 2
健康管理学 2
精神保健 2
保健科教育法Ⅰ 2
保健科教育法Ⅱ 2
保健科教育法Ⅲ 2
保健科教育法Ⅳ 2
教職論 2
教育原理 2
教育心理学 2
教育と社会 2
特別支援教育演習 1
教育課程論 2
道徳教育の理論と方法 2
特別活動の理論と方法及び総合的な学習の時間の指導 2
教育方法と技術 1
情報機器活用の理論と方法 1
生徒指導・進路指導の理論と方法 2
教育相談の理論と方法 2
教育実習（保健、事前事後指導を含む） 5
教職実践演習（保健） 2

中一種免は、

55単位以上
高一種免は、
47単位以上

合　計

　こども教育学部　こども教育学科　教育課程表　保健（中一種免・高一種免）
別表３（第27条第３項関係）　

免許法施行規則に規定する区分 単位 授業科目の名称
単位数

備考

教科及び教科の指導法

に関する科目

中一種免は、

28単位以上

高一種免は、
24単位以上

解剖学は、高

一種免のみ必
修。

保健科教育法
Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ
については、
中免は8単位、
高免は4単位
必修。

道徳、総合的な学習の時間等の内

容及び生徒指導及び生徒指導、
教育相談等に関する科目

中一種免は、

10単位以上

高一種免は、
8単位以上

道徳教育の理

論と方法は、
中一種免のみ
必修。

特別支援教育概論 2

教育の基礎的理解に関する科目
10単位

以上

教育実践の関する科目
中一種免は、

7単位以上

大学が独自に設定する科目 2単位以上

合　計
中一種免は、68単位以上

高一種免は、62単位以上
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　保育士資格取得に関する科目表

必修 選択
英語コミュニケーションⅠ 1 2

情報処理Ⅰ 1 1
情報処理Ⅱ 1 1
情報処理論 2 2

生活統計 2 2
三重・鈴鹿学 1 2
社会学入門 1 2

心理学入門 1 2
法学入門 1 2
地域の中のこども学 1 2

経済学入門 1 2
食と持続可能性 1 2

国語読解表現法 1 2
児童文化と表現 1 2
AI・データサイエンスの基礎 1 2

多文化共生論 1 2
人類と文化 1 2
日本国憲法 1 2

こころの癒しと音楽の歩み 1 2
スポーツと健康Ⅰ（実技） 1 1
スポーツと健康Ⅱ（講義） 1 1

社会と人権 2 2
歴史学概論 2 2

地域の中の宗教学 2 2
生物学概論 1 2
自然科学の基礎 1 2

基礎の数学 2 2
社会福祉 2 2
保育の心理学 1 2

こどもの理解と援助 2 1
こども家庭福祉 2 2
乳児保育Ⅰ 2 2

乳児保育Ⅱ 2 1
保育実習指導Ⅰ（保育所） 2 1

保育実習Ⅰ（保育所） 2 2
保育実習指導Ⅰ（施設） 3 1
保育実習Ⅰ（施設） 3 2

こどもの保健 3 2
こども家庭支援の心理学 3 2
こどもの健康と安全 3 1

社会的養護Ⅰ 2 2
社会的養護Ⅱ 3 1
こどもの食と栄養 3 2

こども家庭支援論 4 2
障がい児の支援 2 2

保育内容総論 4 1
保育原理 1 2
教職論 1 2

こどもと健康 1 1
こどもと人間関係 1 1
こどもと環境 2 1

こどもと言葉 2 2
こどもと表現ⅠＡ(音楽) 1 1
こどもと表現ⅡＡ(造形) 1 2

保育内容指導法（健康） 2 1
保育内容指導法（人間関係） 2 1

保育内容指導法（環境） 2 1
保育内容指導法（言葉） 2 1
保育内容指導法（表現Ⅰ音楽） 2 1

保育内容指導法（表現Ⅱ造形） 2 1
教育課程論 3 2
こどもと保育カウンセリング 3 1

教職・保育実践演習 4 2
教育原理 1 2
こども学概論 1 2

保育実習指導Ⅱ又はⅢ（保育所又は施設） 4 1
保育実習Ⅱ又はⅢ（保育所又は施設） 4 2

こどもの理解 3 1
こどもと表現ⅠＢ(音楽) 1 1

こどもと表現ⅠＣ(音楽) 2 1

こどもと表現ⅠＤ(音楽) 2 1
こどもと表現ⅡＢ(造形) 2 2
こどもと表現ⅢＡ(運動) 2 1

こどもと表現ⅢＢ(運動) 2 1
保育音楽技術演習 3 1
保育製作技術演習 3 1

こどもの文化 4 1
保育指導法 3 2

専

門

教
育

科

目

（
告

示
別

表
第

Ⅰ

）

専門教育科目（告示別表

Ⅰ）に関しては、必修科目
56単位を取得すること。

専

門

教
育

科

目

（
告

示

別
表

第

Ⅱ

）

専門教育科目（告示別表

Ⅱ）に関しては、保育実習
指導Ⅱ又はⅢ（保育所又は

施設）と、保育実習Ⅱ又は
Ⅲ（保育所又は施設）の3単

位を含め10単位以上取得
すること。

教

養
科
目

必修科目４単位及び選択科

目から６単位以上を取得す
ること

科目区分 授業科目の名称 配当年次
単位数

備考

別表４（第27条第３項関係）

こども教育学部　こども教育学科



鈴鹿大学学則 

 

 

 

 

 

 

 

 

検定料 入学金 授業料

研究生 10,000円 10,000円
20,000円

（１カ月）

科目等履修生 10,000円 10,000円
10,000円

（1単位）

特別聴講生 ― ―
10,000円

（1単位）

別表５（第64条関係）


